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平成２６年度 交付金プロジェクト研究課題 終了評価結果 

 

課題名：国産材安定供給体制構築のための森林資源供給予測システム及び生産シナリオ評

価手法の開発 

主査氏名（所属）：鹿又秀聡 (林業経営・政策研究領域） 

担当部署：林業経営・政策研究領域、森林管理・資源解析研、温暖化対応推進室、林業工

学研究領域、構造利用研究領域、四国支所、九州支所 
参画機関：鹿児島大学、宮崎大学 

研究期間：平成２２～２６年度 

 

１．目的 

スギ人工林を対象に、森林所有者が伐採意志を決定する際の経営判断や、木材の安定供

給を推進する役割を担う行政担当者が政策シナリオの作成と評価に役立てるため、木材の

安定供給計画を作る基礎となる広域で精度の高いデジタル空中画像と GIS を組み合わせた

資源量推定システムを開発し、それを基に伐期、伐採率、路網配置、木造住宅着工戸数予

測など条件が異なる種々の将来的なシナリオを作成・評価できる手法を開発することを目

的とする。 
 

２．全期間における研究成果の概要 

対象地である福島県（H24 年度より群馬県）に関する森林情報として、森林簿（GIS を含

む）、道路網情報、林業統計を収集しデータベース化するとともに、林業経営モデルの中

核である林業シナリオ（素材生産計画）について、森林・林業再生プラン、森林組合の森

林経営計画、木造住宅着工数予測を基に、2020 年までの計画を作成した。デジタル空中写

真の画像解析により、小班毎の上層木の本数密度の推定する手法を開発した。日射係数・

凹凸度・集水面積の 3 変数を説明変数とする地位指数・樹高成長モデルを構築した。これ

らの情報を基に、樹種、樹高、直径、幹材積、丸太材積（皆伐、35％下層間伐）、成長量

を林分レベルで予測するシステムの開発を行った。 
林分の大径化に伴う丸太生産性の変動を推定するために、プロセッサ造材の時間分析を

行った。プロセッサの生産性は単木材積の増加に伴い増大する。しかし、DBH が 40cm 以

上では、機械による伐倒・枝払いが難しくなるため、送材・測尺の手間取りのため巻尺で

再計測し、造材時間の掛かり増しによる生産性の低下傾向があることを明らかとした。こ

れらの成果を基に、各林業シナリオ実行可能性について評価を行うために、林業シナリオ

ごとに 2020 年までに投入される林業労働力、林業機械、林道・作業道、林業補助金、その

期間に生産される木材の量と形質、人工林面積とその齢級配置等の予測手法を開発した。 
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５．評価結果の概要 

当初は平成23年の森林・林業基本計画の改定にともなう新たな森林計画制度の開始に向

けたタイムリーな研究課題であると評価された。しかし、福島第１原発事故の影響による

調査対象地の変更があり、研究期間の延長を余儀なくされたという止むを得ない事情もあ

るが、伐期や間伐方式などのシナリオの検証が十分に行えていなかった。また、実際の森

林管理に適用した実証試験を行う時間がなかった。しかし、広域の森林資源を管理する科

学的根拠に基づいた道筋は示され、汎用性のあるプログラムを開発したことは高く評価さ

れ、地域森林計画ならびに市町村森林整備計画の実行と見直しに役立つものであると期待

される。 

 

６．評価において指摘された事項への対応 

東日本大震災や森林林業再生プラン（森林経営計画）の見直し等により、今回開発した

システムの現場での実証不足は否めない。そのため、今回開発したツールについては、普

及を進めるために森林総研のウェブサイトからダウンロードできるように進めている。そ

のことにより、多くのユーザーに利用してもらい、意見を収集することにより、現場での

実証を進めていく予定である。 

 



 


